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下記文書は、日本の放射線審議会が、ICRPの2020勧告を国内法に取入れようと審議中の

新しい放射線防護基準案（2.18公表）である。そこに、現法令の「年１ｍSv」を守る文字はない。 

 

 

LETTER」の内容についてのご意見は下記へお寄せください。 

一般社団法人 被曝と健康研究プロジェクト 代表 田代真人 

http://hibakutokenkou.net/ 

〒325-0302 栃木県那須町高久丙４０７－９９７ 

Ｅメール：masa03to@gmail.com 

 

同封の振替用紙は、ご寄付用です。よろしくお願い致します。 

 

http://hibakutokenkou.net/
mailto:masa03to@gmail.com
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核施設事故における被ばく基準を大幅に緩和した放射線審議会の考え方を批判する 

松崎道幸 

 

ICRP は 2019 年 6月 17日に「大規模核施設事故における住民と環境の放射線防護 Radiological Protection 

of People and the Environment in the Event of a Large Nuclear Accident」と題した勧告案を発表しました。

この 2019 年勧告案は、2011 年の福島原発事故を踏まえて、原発政策を進めるためには、一般住民に対し事

故初期に累積 100mSv までの被ばくを強いる内容となっており、多くの批判が寄せられました。 

 

ところが、新たな ICRP2020 勧告を審議している放射線審議会は、2022 年 2 月 18 日に、原子力事故の復

興期（長期）における一般市民の被ばく線量限度を、年間 10ｍSv から 20mSv に倍増させる勧告を出す意向

であることがわかりました。 

 

もしこの勧告が原案通り決定されたなら、核施設事故後、一般住民は、緊急対応期最大 100ｍSv に加え、そ

の後毎年最大 20ｍSv 被ばくを「合法的」に強制されることとなります。ちなみに「復興期」が 10 年つづく

ならば、100ｍSv＋20ｍSv×10＝300ｍSv の超過放射線被ばくとなります。（表 1） 

 

表 1 核施設事故における一般住民の被ばく線量基準（ICRP） 

核事故後タイムライン 緊急対応期（初期～中期） 復興期（長期） 

ICRP2019 勧告 累積 100mSv 以下 年間 10mSv 以下 

ICRP2020 勧告案 累積 100mSv 以下 年間 20mSv 以下 

 

ICRPは原爆被爆者の追跡データ（LSS）を引用して、100mSv被

ばくしてもがんになる危険は5％増えるにとどまるから、心配ない

としきりに宣伝してきました（表2）。政府や東電はLSSデータを

根拠にして「国際的な合意では、放射線による発がんのリスク

は、100mSv以下の被ばく線量では、他の要因による発がんの影響

によって隠れてしまうほど小さいため、放射線による発がんリス

クの明らかな増加を証明することは難しいとされている」と言い

続けています。 

 

しかし、2010年以降、医療被ばくあるいは原発等の放射線被ばく

施設労働者の追跡調査、自然放射線と小児白血病の調査データが

たくさん 

発表されました。これらのデータは、LSSと違い、被ばく線量と

がんの診断が正確であるという二つの大きなメリットがありま

す。にもかかわらず、ICRPや日本政府は、LSSデータだけを唯一

の科学的データとしてしがみつき、この10年の間に発表された放
表２ 放射能と生活習慣によってがん

になるリスク（国立がん研究ｾﾝﾀｰ調べ） 
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射線被ばくデータを、あれこれの理由を付けて信頼できないと言い続けています。 

以下に紹介するデータでは、大人なら10mSv、子どもなら1mSvの被ばくでも、がんのリスクが有意に増加

することが明らかにされました。1～10ｍSvの被ばくでさえ、有意にがんリスクが増えるのですから、100

ｍSvの被ばくでがんが増えないはずがありません。 

 

成人（表 3） 

３件の医療被ばくデータは、急性心筋梗塞などの診断と治療のために行った CT 検査や血管造影検査による

放射線被ばくを検討しています。興味深いことは 10ｍSv の被ばくによるがん（死）リスクが数％前後に合

致した結果になっていることです。国や研究チームなどが異なっていても、10ｍSv あたりのがんリスク増

加度がほぼ同じであることに注目すべきです。1 件の職業被ばくデータは放射線診療スタッフのものです。 

 

もし 100ｍSv 被ばくしたなら、がん（死）リスクは 30%以上増加します。これは、前記の表で「1000～2000

ｍSv 被ばくした場合」のがんになるリスク（1.4 倍＝40%増）と同じになります。 

 

表３ 100mSv 以下の放射線被ばくでがんリスクが有意に増加することを明らかにした主な論文：成人 

国（報告年） 対象 被ばく源 被ばく量 がんリスク（統計学的評価） 

カナダ（2011）[１] 成人患者 医療被ばく 10mSv がん死 3％増加（有意） 

イタリア（2015）[2] 成人患者 医療被ばく 10mSv 
がん死 4％増加（有意） 

発がん 8％増加（有意） 

中国（2015）[3] 成人医療スタッフ 職業被ばく 10mSv 
乳がん＋食道がん 28％増加（有

意） 

カナダ（2018）[4] 成人患者 医療被ばく 10mSv 発がん 10％増加（有意） 

 

成人を対象とした代表的な医療被ばくデータに基づいて、30%ががん死する集団（日本人男性）が30mSvあ

るいは100mSv被ばくした場合に、100人中何人がさらに発がんあるいはがん死するかを計算しました（表

４）。ちなみに、震災後福島の線量の多い地域に居住を続けた場合の控えめに見積もった「生涯追加被ばく

線量」はおよそ30mSvです（Harada KH, et al. Radiation dose rates now and in the future for residents 

neighboring restricted areas of the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant. Proc Natl Acad Sci U S A. 2014 

Mar 11;111(10):E914-23.）。 

 

したがって、100人全員が30ｍSvの放射線被ばくを受けた場合、将来数人がそのために発がんあるいはがん

死する可能性があることになります。核施設事故の際にICRPと日本政府が「許容」する放射線被ばく限度

とは、実はとんでもなく大きな健康被害をもたらすものと考えざるを得ません。 

 

表４ 30％がん死する集団に放射線被ばくが起きた場合の100人当たり追加発がん（がん死）数 

国・被ばく様式[文献番号] 30mSv 100mSv 

カナダ 医療被ばく[1] がん死2.7人増 がん死9人増 

イタリア 医療被ばく[2] 
発がん7.2人増 

がん死3.6人増 

発がん24人増 

がん死12人増 

カナダ 医療被ばく[4] 発がん9人増 発がん30人増 
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小児（表５） 

[6][9][10]論文は、自然放射線と小児がん・白血病の関連を論じたものですが、3論文とも、国、研究手法、

研究者が異なるにもかかわらず、自然放射線被ばくが 1mSv 増える毎に、白血病などの小児がんが有意に 3

～27％増加していたという一致した知見を報告しています。スイス、イギリス、フィンランドという背景条

件の大きく異なる国で、同様の調査結果が得られたことは、子どもがわずか 1mSv の被ばくでも大きな健康

影響をうけることを証明しています。100mSv 被ばくしたなら子どもの白血病リスクは 300％～2700%増え

ることになります。放射線被ばくに弱い子どもたちに大人と同じ被ばく線量基準を当てはめることは間違

っています。 

 

表５ 100mSv 以下の放射線被ばくでがんリスクが有意に増加することを明らかにした主な論文：小児 

国（報告年） 対象 被ばく源 被ばく量 がんリスク（統計学的評価） 

イギリス（2012）[5] 小児 医療被ばく 
51.13mSv 

60.42mSv 

白血病 3.18 倍（有意） 

脳腫瘍 2.82 倍（有意） 

イギリス（2012）[6] 小児 自然放射線被ばく 1mSv 白血病 12％増加（有意） 

オーストラリア（2013）[7] 小児 医療被ばく 10mSv 小児がん 44％増加（有意） 

台湾（2014）[8] 小児 医療被ばく 1mSv 
小児がん 13％増加（有意） 

脳腫瘍 82.5％増加（有意） 

スイス（2015）[9] 小児 自然放射線被ばく 1mSv 

小児がん 3％増加（有意） 

白血病 4％増加（有意） 

脳腫瘍 4％増加（有意） 

フィンランド（2016）[10] 小児 自然放射線被ばく 1mSv 白血病 27％増加（有意） 

メタ解析（2017）[11] 小児 医療・原爆被ばく 0～30mSv 甲状腺がん閾値線量 

 

「原発必要論」に基づいたあれこれの線量基準の論議は止めるべき 

 

これまで、事故直後100mSv、その後年20mSvまでの被ばくを認めることが、科学的にも人道的にも許され

ないことを示してきました。 

原発が「社会に不可欠」なものであれば、原発事故後の放射性物質汚染地域の線量基準を決める意味があ

ります。つまり原発がなければ、日常の命とくらしを守る事ができないならば、エネルギー供給と放射線

被ばくのリスク・ベネフィットを検討する意味があるでしょう。 

しかし、今や、人類の生存にとって、原発は不要どころか大きな脅威となっており、このような施設が起

こした事故で放射線量が高くなった地域に住み続けなさい、○○ｍSvまでの放射線被ばくなら、大丈夫で

すと政府が言うことは非常識です。必要なことは「放射線防護対策の正当化」などでなく、「原発の存在そ

のものがわれわれの生存にとって正当なものか」を問い直すことです。 

 

今回のICRPの「勧告」は、あれこれのもっともらしい表現を用いた科学的な装いで線量基準の提案を行

っていますが、人類社会に有害無益な原発が起こした事故による放射線被ばくで死亡するリスクはゼロで

なければ容認できないという立場で考えることこそが必要です。 

原子力発電は有害無益の存在でしかないことはすでに科学的に明らかになっています。再生可能エネルギ

ーの方が発電コストが低くなっています。さらに、今後のエネルギー構成の予測トレンドを見ると、原発が
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ゼロでも、日本の経済も国民生活も何ら困ることはありません。 

 

実際のデータを紹介します。 

 

① 経済産業省はすでに、原発の発電コストが陸上風力、太陽光発電よりも高いと認めています。 

太陽光が原発抑え発電コスト最安に 経産省 2030 年試算｜【西日本新聞me】 (nishinippon.co.jp)  

 

 

② 最近 10 年間の発電費用のトレン

ド：原発は右肩上がり、風力と太陽光は右

肩下がりです。今後この費用の差はさら

に大きくなるでしょう。 

【12】グローバルな発電費用の推移（2009～

2019 年） | ふくしまミエルカ PROJECT 

(311mieruka.jp) 

 

 

③ 最近 10 年間に、自然エネルギーの新規導入が順調に増えています。 

コーポレート PPA 実践ガイドブック (renewable-ei.org) 

【速報】国内の 2020 年度の自然エネルギー電力の割合と導入状況 | ISEP 環境エネルギー政策研究所 

https://www.nishinippon.co.jp/item/n/769380/
https://311mieruka.jp/info/data/data12/
https://311mieruka.jp/info/data/data12/
https://311mieruka.jp/info/data/data12/
https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/REI_GuidebookCorpPPA.pdf
https://www.isep.or.jp/archives/library/13427
https://www.nishinippon.co.jp/image/345988/
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④ 2020 年の

原発発電量は全発電

量の 3.7%に過ぎませ

ん。 

 

日本国内での自然エネ

ルギーおよび原子力の

発電量の割合のトレンド

（出所：資源エネルギー

庁の電力調査統計など

から ISEP 作成） 

 

⑤ 最近 10 年

間は、原発がなくとも、

日本の電力供給に全

く支障がないことが

わかります。 

 

日本国内の電源構成(年

間発電電力量 )の推移

（出所: 電力調査統計デ

ータなどから ISEP 作成） 
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まとめ 

 

原子力発電なるものは、経済的にも、人道的にも、防災面からも、気候変動と地球環境の面からも、廃絶の

必要があることが明らかになっています。したがって、放射線被ばくの「許容」などできないという前提で、

論議をする必要があると考えます。この拙文で紹介したデータをご覧いただき、共に考えてゆきたいと思い

ます。                   （まつざき・みちゆき 道北勤医協 旭川北医院院長） 
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